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男女共同参画社会基本法及び第５次男女共同参画基本計画の概要

第５次男女共同参画基本計画
令和2(2020)年12月25日閣議決定

男女共同参画社会基本法第13条に基づき、施策の
総合的かつ計画的推進を図るため、令和12 （2030）
年度末までの「基本認識」並びに令和７（2025）年
度末までを見通した「施策の基本的方向」及び「具体
的な取組」を定めるとともに、「具体的な取組」の実
施により達成を目指す「成果目標」を設定した計画。

●国際的協調（第７条）

男女共同参画社会基本法
平成11(1999)年6月23日公布・施行

男女共同参画社会を実現するための
5つの基本理念

●男女の人権の尊重（第３条）

●社会における制度又は慣行についての配慮（第４条）

●政策等の立案及び決定への共同参画（第５条）

●家庭生活における活動と他の活動の両立（第６条）

国

●基本理念に基づき、5年毎に男女共同参画基
本計画を策定（第13条）
●「積極的改善措置」(注1)を含む男女共同参画
社会づくりのための施策を総合的に策定、実施
（第８条）

地方
公共
団体

●基本理念に基づき、男女共同参画社会づくり
のための施策に取り組む（第９条）
●地域の特性を生かした施策の展開（第９条）

国民 ●男女共同参画社会づくりに協力することが期
待される（第10条）

■国、地方公共団体及び国民の役割

（注1）社会のあらゆる分野における活動に参画する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲において、
男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供すること。いわゆるポジティブ・アクション。

女性版骨太の方針
（女性活躍・男女共同参画の重点方針）

○女性活躍・男女共同参画を加速するため、各府省
が当該年度及び翌年度に重点的に取り組む施策に
ついて定める方針。

○毎年6月をめどに政府決定し、各府省の概算要求
に反映する。
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第６次男女共同参画基本計画策定に向けたスケジュール（案）

令和６年 男女共同参画会議
• 「基本的な考え方」 諮問
• 第６次基本計画策定専門調査会設置

12月～ 第６次基本計画策定専門調査会
• 「基本的な考え方」 について議論キックオフ

12月13日

７～８月 第６次基本計画策定専門調査会
• 「基本的な考え方」について２回にわたり議論

パブリックコメントの実施・公聴会の開催
• パブコメでは、約１万９千件の意見

８～９月

令和７年

閣議決定

10月８日 第６次基本計画策定専門調査会
• 「基本的な考え方」についてまとめの議論

11月～年末 「基本的な考え方」の答申
第６次計画の諮問・答申
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男女共同参画社会の形成のための推進体制

＜根拠＞男女共同参画社会基本法に基づき、内閣府に設置（平成１３年１月）
＜構成＞内閣官房長官（議長）、国務大臣１２名、有識者１２名
＜役割＞ ・基本的な方針・政策、重要事項等の調査審議

・政府の施策の実施状況の監視・影響調査

＜根拠＞閣議決定に基づき、内閣に設置（平成６年７月）
＜構成＞内閣総理大臣（本部長）、内閣官房長官、男女共同参画担当大臣（副本部長）

全閣僚
＜役割＞施策の円滑かつ効果的な推進

男女共同参画推進本部

男女共同参画会議

＜根拠＞閣議決定に基づき、内閣に設置（平成２６年１０月）
＜構成＞内閣総理大臣（本部長）、内閣官房長官、女性活躍担当大臣（副本部長）

全閣僚
＜役割＞最大の潜在力である「女性の力」の十分な発揮による社会の活性化

すべての女性が輝く社会づくり本部
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・女性に対する暴力の防止や被害者支援などに
ついて調査審議
（配偶者からの暴力、性暴力・性犯罪等）

・５次計画の実行の監視
・「女性活躍・男女共同参画の重点方針
（女性版骨太の方針）」の調査審議

・集中的に議論すべき課題についての調査審議
・政府の施策が男女共同参画社会の形成
に及ぼす影響の調査審議

計画実行・監視専門調査会 女性に対する暴力に関する専門調査会

＜根拠＞男女共同参画社会基本法に基づき、内閣府に設置（２００１年１月）、５つの重要政策会議のうちの一つ
＜構成＞内閣官房長官（議長）、国務大臣、有識者

※令和3年4月28日現在

基本構想ワーキング・グループ

【有識者議員】※総理が任命
桑原 悠 （津南町長）
小西 聖子 （武蔵野大学副学長・人間科学部教授）
佐々木 かをり （株式会社イー・ウーマン代表取締役社長）
清水 博 （日本生命保険相互会社代表取締役社長）
白波瀬 佐和子 （東京大学特任教授）
鈴木 準 （株式会社大和総研常務執行役員）
納米 惠美子 （全国女性会館協議会代表理事）
細川 珠生 （ジャーナリスト）
山口 慎太郎 （東京大学大学院経済学研究科教授）
山田 昌弘 （中央大学文学部教授）
山本 隆司 （東京大学大学院法学政治学研究科教授）
芳野 友子 （日本労働組合総連合会会長）

【議長】
内閣官房長官

【国務大臣】
総務大臣
法務大臣
外務大臣
財務大臣
文部科学大臣
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣
国土交通大臣
環境大臣
国家公安委員会委員長
内閣府特命担当大臣(男女共同参画)

男女共同参画会議

・５次計画のフォローアップ
・６次計画の方向性や全体的な方針について議論

第６次基本計画策定専門調査会

人材・地域・意識ワーキング・グループ安全・安心ワーキング・グループ
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「女性版骨太の方針２０２５」の５つの柱立て

Ⅰ 女性に選ばれ、女性が活躍できる地域づくり

Ⅱ 全ての人が希望に応じて働くことができる環境づくり

Ⅲ あらゆる分野の意思決定層における女性の参画拡大

Ⅳ 個人の尊厳が守られ、安心・安全が確保される社会の実現

Ⅴ 女性活躍・男女共同参画の取組の一層の加速化

（全国各地における女性の起業支援、地域における魅力的な職場・学びの場づくり、
  地域における人材確保・育成及び体制づくり、地域における安心・安全の確保 等）

（女性の所得向上・経済的自立に向けた取組の強化、仕事と育児・介護の両立の支援、
仕事と健康課題の両立の支援、職場等におけるハラスメントの防止 等）

（企業における女性活躍の推進、政治・行政分野における男女共同参画の推進、
        科学技術・学術分野における女性活躍の推進、国際的な分野における女性活躍の推進 等）

（配偶者等への暴力への対策の強化、性犯罪・性暴力対策の強化、
  困難な問題を抱える女性への支援、「女性・平和・安全保障（WPS）」の取組の強化、
性差を考慮した生涯にわたる健康への支援、夫婦の氏に関する具体的な制度の在り方 等）

（男女の性差に考慮した施策の推進、男女共同参画に関する国際的な協調及び貢献 等）
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新・女性デジタル人材育成プラン 説明資料

「新・女性デジタル人材育成プラン」のポイント
○令和４年４月、新型コロナウイルス感染症の感染拡大が特に女性の雇用・就業面に多大な影響を及ぼしている状況を踏ま
え、就労に直結するデジタルスキルを身につけた女性人材の育成の加速化を目的に「女性デジタル人材育成プラン」（前回プ
ラン）を策定。育児や介護等により時間的・場所的な制約のある女性が、デジタルスキルを習得しつつ、それを活かして収入
を得られるよう支援する取組などは各地で一定の進展。

○今回策定する「新・女性デジタル人材育成プラン」では、この３年間におけるデジタル技術の進展を概観するとともに、改めて
女性がデジタルスキルを身につけることの意義（※）を整理。これらを踏まえ、基礎的なデジタルリテラシーの習得の支援など、
デジタル分野への間口を広く取りつつも、デジタルスキルを活かした女性活躍の具体的な姿をパターン化し、当該パターン別
に、デジタルスキル向上やデジタル分野への就業支援などの支援メニューを提示。

デジタルスキルを活かした女性の活躍パターン別の支援

❶デジタル人材として就業し、活躍する  -より高度かつ専門的な教育を受ける機会を提供、女子中高生のデジタルへの親しみ・スキルを職業選択につなげる-

○中・高等学校におけるプログラミングに関する教育の充実を図るため、中学校技術・家庭科（技術分野）や高校情報科の指導
体制の充実を推進するとともに、プログラミング教育に関する教員対象の研修会等を実施。

○ＩＴ分野を始め、理工系分野における大学生、高専生、教員等に占める女性割合の向上に向け、女子中高生の関心を醸成
し、意欲・能力を伸長するための産学官・地域一体となった取組を促進。

○大学等が数理・データサイエンス・ＡＩ教育に取り組むことを後押しするため、これらに関する大学・高等専門学校の正規の課程
の教育プログラムのうち、一定の要件を満たした優れた教育プログラムを文部科学大臣が認定・選定。

○データサイエンス・コンピューターサイエンス分野のマイナー・ダブル学位プログラムを設定し、人文社会系分野において、データサイエ
ンス・コンピュータサイエンスの素養を持った人材を育成。

○25歳以下の若手ＩＣＴ人材を対象として、新たなセキュリティ対処技術を生み出しうる最先端のセキュリティ人材（セキュリティ
イノベーター）を育成。

○企業におけるデータサイエンススキルの裾野拡大及び政府統計データへの理解増進を図り、統計リテラシーの向上を促し、企業に
おける統計データの有効活用を推進。

○統計リテラシー向上の取組として、社会人・大学生を対象に、"データサイエンス"力の高い人材育成のため、オンライン講座を実施。
○農業大学校・農業高校等におけるスマート農業等の農業教育の高度化を支援する。農業大学校や農業高校等の学生・指導
者や農業者等が、スマート農業について体系的に学ぶことができる環境整備を実施。

○林業高校や林業大学校におけるスマート林業に関するカリキュラムの充実に向け、林業経営体や地域が協働して取り組む教育
プログラムの実施、オンライン学習教材の作成、教職員サミットの開催を支援。

※主な施策について記載

デジタル分野の人材（女性）の年収（令和５年）

IT技術者の男女比率（令和５年）

（※）デジタル分野は女性活躍の成長分野～女性がデジタルスキルを身につけることの意義～

❶経験年数に応じた着実な所得向上：デジタル人材として就業し、業界で飛躍。幅広い活躍と高い年収が期待できる。

❷育児・介護等と両立させた経済的自立の実現：時間的・場所的制約があっても収入を得るための選択肢が広がる。

❸企業等におけるキャリアアップ等：デジタルスキル習得でキャリアアップ・キャリアチェンジを実現し、一層の活躍・所得向上。

❹起業の促進：デジタルを活用することで「やりたい仕事、やりがいのある仕事」を自ら創出。地域で自分らしい活躍を実現。

○あわせて、女性がデジタル人材として活躍する上で必要となる、地域における女性デジタル人材の需要の創出や働き方の見直しなど、社会基盤・環境の整備についても必要な施策を盛り込み、
 女性デジタル人材が多様な形で育成され、かつ存分に活躍できる社会の実現を目指す。

（令和７年６月10日 すべての女性が輝く社会づくり本部・男女共同参画推進本部決定）
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❸女性デジタル人材の活躍を支える働き方改革
を進める

○デジタルスキルを身につけた女性が社会で活躍し、所得向
上・経済的自立が実現される上で基盤となる、育児・介護
等と両立できる柔軟な働き方の推進や長時間労働の是正、
女性の視点も踏まえた社会保障制度・税制等の検討、固
定的性別役割分担意識の解消等に取り組む。

○事業主等が行う職業訓練等(ＩＴ分野含む）に対し、訓練経費等を助成することによってデジタル人材の育成を支援。
○非正規雇用労働者の正社員転換に取り組む事業主に対する助成について、対象労働者がデジタル分野の人材開発支援助成金の特定の訓練修了者である場合、より高額に助成。
○デジタル分野等のリスキリングを通じたキャリアアップ支援に向けて、在職者に対してキャリア相談から、リスキリング、転職までを一体的に支援する仕組みの整備に関する民間事業者等の取組を
支援。

○ＩＴ・データを中心とした将来の成長が強く見込まれ、雇用創出に貢献する分野において、社会人が高度な専門性を身に付けてキャリアアップを図る、
 専門的・実践的な教育訓練講座を経済産業大臣が認定。
○地域の企業・産業のＤＸを加速させるために必要なデジタル人材の育成・確保を推進するためにプラットフォームを構築・運用。
○デジタル人材を含む地方創生の本格的な事業展開に必要な人材を育成・確保するため、「地方創生カレッジ」において、実践的知識をｅラーニング形式
により幅広く提供するなどにより、地方公共団体等の取組の加速化・深化を支援。

○地域のリーダーとなり得る女性農業経営者の育成、女性グループの活動、女性が働きやすい環境づくり、女性農業者の活躍事例の普及等の取組を支援。
○スマート林業に関する研修の実施など林業への新規就業者の確保・育成やキャリアアップ等による定着化を促進。
○地域の水産防疫体制を強化するため、獣医師及び都道府県職員（魚類防疫員）等を対象として遠隔診療に必要な技術に関する研修を実施。

❸デジタルスキルを身につけてキャリアアップ等を図る –企業等におけるキャリアアップやキャリアチェンジに資するよう、様々な場面における働く女性のデジタルスキルの習得を支援-

❹デジタル技術を活用して起業・事業展開を図る –起業に必要なデジタルスキルの習得を支援するとともに、デジタルを活用した女性の起業を一層促進・発展させる-
○全国各地の男女共同参画センター等において、例えば、デジタルを活用した販路拡大に関する講習の実施など、地域の実情を踏まえつつ、女性の起業の裾
野拡大等に向けた取組が進められるよう、地域女性活躍推進交付金を始めとする財政支援により後押しするほか、男女共同参画機構において各地の好
事例を収集し、横展開。

○男女共同参画機構において、全国的な外部専門人材のデータベースを整備するとともに、適切な人材をマッチングすることで、男女共同参画センター等にお
けるデジタル人材育成事業を強化。

○外部有識者からの推薦に基づいて選定された企業を、政府機関と民間が集中支援を行うプログラム（J-Startup）において、女性起業家の割合を2033
年までに20％以上とすることを目指す。また、起業を目指す若手人材などを世界のイノベーション拠点に派遣する事業における女性起業家向けプログラムの
推進、ディープテック分野での女性起業家の活動の後押しや、未踏事業への女性応募者拡大のための女性修了生等による情報発信を実施。

○デジタル技術の活用を含め、新たな事業の立ち上げなど事業展開等に伴い必要となる知識及び技術を習得させるため、事業主等が行う職業訓練等に対し、
訓練経費等を助成。

❷育児・介護等と両立させながらデジタルを活用して働く –時間的・場所的な制約のある女性がデジタルスキルを取得し、それを生かした仕事を得て、所得向上を目指す-

○地方公共団体が行う、経済担当部局や商工会議所等との連携・協働による真に効果の高い、女性デジタル人材を育成するためのセミナーや就労に
つなげる相談支援、企業とのマッチングへの支援を実施。

○公的職業訓練におけるデジタル分野の訓練コースの設定促進等を通じてデジタル人材を育成。
○雇用保険被保険者等が、主体的に厚生労働大臣の指定する教育訓練を受講し修了した場合に、その費用の一部を支給する教育訓練給付金の
対象講座のうち、ＡＩを含むデジタルスキルに関する講座を拡大。

○ひとり親家庭の親が、雇用保険の教育訓練給付金の対象となる講座等を受講し修了した場合に、その経費の一部を補助。
○ひとり親家庭の親が、シスコシステムズ認定資格、ＬＰＩ認定資格等のデジタル分野等の民間資格を含む就職に有利となる資格を取得するため養
成機関で修業する場合に、修業期間における生活費を支援。 地方自治体における講座の様子（兵庫県豊岡市）

女性デジタル人材の育成に向けた社会基盤・環境の整備
❶地域社会や人々のマインドを変える
○女性自身や周囲の人々のデジタルに対する抵抗感を払拭
し、女性のデジタルスキル習得のきっかけづくりに取り組む。

○経営層のデジタル技術の活用、女性活躍の推進への意識
を高めるマインド改革を促進する。

○女性デジタル人材育成の取組を地域社会全体へ広げてい
く必要性について、自治体の指導的地位にある層を中心
に意識啓発を図る。

❷地域にデジタルの仕事を創る
○女性が地域においてデジタルスキルを活用した仕事に就き、
それが地域経済を活性化させ、地方創生につながるため
には、デジタルの仕事が地域に存在することが不可欠であ
り、中小企業におけるＤＸの推進など地域におけるデジタ
ル人材の需要の創出につながる取組に対する支援を行う。

スマート林業に取り組む女性（イメージ）

デジタルを活用して事業展開を図る女性（イメージ）
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男女共同参画白書

男女共同参画社会基本法に基づき、毎年国会に提出しなければならない年次報告書 （法定白書）。
例年、男女共同参画週間 （毎年６月23日～29日） の時期に合わせて閣議決定。令和７年版は令和７年６月13日に閣議決定・国会報告。

男女共同参画社会基本法(抄)
第12条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況及び政府が講じた男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての

報告を提出しなければならない。
    ２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮して講じようとする男女共同参画社会の形成の促進に関する

施策を明らかにした文書を作成し、これを国会に提出しなければならない。

概要

令和７年版の構成

第１部：令和６年度に講じた男女共同参画社会の形成の促進に関する施策

第２部：令和７年度に講じようとする男女共同参画社会の形成の促進に関する施策

＜特集＞男女共同参画の視点から見た魅力ある地域づくり

＜現状編＞
 第１分野 政策・方針決定過程への女性の参画拡大

第２分野 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和

 第３分野 地域における男女共同参画の推進

第４分野 科学技術・学術における男女共同参画の推進

 第５分野 女性に対するあらゆる暴力の根絶

 第６分野 男女共同参画の視点に立った貧困等生活上の困難に対する支援と多様性を

 尊重する環境の整備

 第７分野 生涯を通じた健康支援

 第８分野 防災・復興、環境問題における男女共同参画の推進

 第９分野 男女共同参画の視点に立った各種制度等の整備

 第10分野  教育・メディア等を通じた男女双方の意識改革、理解の促進

 第11分野  男女共同参画に関する国際的な協調及び貢献

２ 男女共同参画社会の形成の促進に関する施策

１ 令和６年度男女共同参画社会の形成の状況
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〇内閣府 男女共同参画局ホームページ
https://www.gender.go.jp/

●女性活躍・男女共同参画の現状と課題
 https://www.gender.go.jp/research/pdf/joseikatsuyaku_kadai.pdf

〇内閣府 男女共同参画 Facebook
https://www.facebook.com/danjokyodosankaku/

〇内閣府 男女共同参画局 X（旧Twitter）
 https://twitter.com/danjokyoku

〇内閣府男女共同参画局 YouTube
https://www.youtube.com/channel/UCeJ_mPdtAojnTFXbuDnbjfQ

参考ＵＲＬ
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http://www.gender.go.jp/
https://www.gender.go.jp/research/pdf/joseikatsuyaku_kadai.pdf
https://www.facebook.com/danjokyodosankaku/
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https://www.youtube.com/channel/UCeJ_mPdtAojnTFXbuDnbjfQ


参考ＵＲＬ
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https://www.gender.go.jp/policy/sokushin/pdf/sokushin/jyuten2025_honbun.pdf
https://www.gender.go.jp/policy/digital/pdf/digital_plan.pdf
https://www.gender.go.jp/policy/digital/pdf/digital_cases.pdf
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第５次男女共同参画基本計画 令和２年12月25日

(1)新型コロナウイルス感染症拡大による女性への影響
(2)人口減少社会の本格化と未婚・単独世帯の増加 
(3)人生100年時代の到来（女性の51.1％が90歳まで生存）
(4)法律・制度の整備（働き方改革等）

閣 議 決 定

社会情勢の現状、予想される環境変化及び課題

 2030年代には、誰もが性別を意識することなく活躍でき、指導的地位に
ある人々の性別に偏りがないような社会となることを目指す。

そのための通過点として、2020年代の可能な限り早期に指導的地位に占
める女性の割合が30％程度となるよう目指して取組を進める。

• 「202030目標」：社会のあらゆる分野において、2020年までに、指導的地位

に女性が占める割合が、少なくとも30％程度となるよう期待する（2003年に

目標設定）

• この目標に向けて、女性就業者数や上場企業女性役員数の増加等、道筋をつ

けてきたが、全体として「30％」の水準に到達しそうとは言えない状況。

• 国際社会に目を向けると諸外国の推進スピードは速く、日本は遅れている。

政治分野（有権者の約52％は女性）
• 立候補や議員活動と家庭生活との両立が困難
• 人材育成の機会の不足
• 候補者や政治家に対するハラスメント
経済分野
• 管理職・役員へのパイプラインの構築が途上
社会全体
• 固定的な性別役割分担意識

政策・方針決定過程への女性の参画拡大

(5)デジタル化社会への対応（Society 5.0）
(6)国内外で高まる女性に対する暴力根絶の社会運動
(7)頻発する大規模災害（女性の視点からの防災）
(8)ジェンダー平等に向けた世界的な潮流

0
0.2
0.4
0.6
0.8

1
アイスランド

日本

経済参画(115/153)

教育(91/153)

政治参画(144/153)

健康(40/153)

「世界経済フォーラム」（ダボス会議）
ジェンダー・ギャップ指数 2020 153か国中 121位

衆議院の女性議員比率

（出典）列国議会同盟（2020年10月時点）
 下院又は一院制議会における女性議員割合。

管理的職業従事者に占める女性の割合

国名 割合(%) クオータ制の状況

フランス 39.5 • 法的候補者クオータ制
• 政党による自発的なクオータ制

イギリス 33.9 • 政党による自発的なクオータ制

ドイツ 31.2 • 政党による自発的なクオータ制

アメリカ 23.4 -

韓国 19.0 • 法的候補者クオータ制

日本 9.9 -

＜新しい目標＞

（％）

・進捗が遅れている要因

順位 国名 値

1 アイスランド 0.877
2 ノルウェー 0.842
3 フィンランド 0.832

10 ドイツ 0.787

15 フランス 0.781

21 イギリス 0.767

53 アメリカ 0.724

106 中国 0.676

108 韓国 0.672

120 アラブ首長国連邦 0.655

121 日本 0.652

122 クウェート 0.650
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（出典）日本の値は、総務省「労働力調査」。その他の国は、ILO 
‘ILOSTAT’（2020年11月時点）。いずれの国も2019年の値。

～ すべての女性が輝く令和の社会へ ～
（説明資料）
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比較表 (詳細版)

		（参考）GGI各分野ごとの比較 サンコウ カクブンヤ ヒカク										※対前年度比で上昇しているところは赤字、下降しているところは青字 タイ ゼンネンドヒ ジョウショウ アカジ カコウ アオジ

										2018年 ﾈﾝ				2017年 ﾈﾝ				2016年 ﾈﾝ				2015年 ﾈﾝ				2014年 ﾈﾝ				2013年 ﾈﾝ				2012年 ﾈﾝ

		総合 ｿｳｺﾞｳ		日本 にほん				ウエイト		0.662		110位 イ		0.657		114位 イ		0.660		111位 イ		0.670		101位 イ		0.658		104位 イ		0.650		105位 イ		0.653		101位 イ

		政治分野 ｾｲｼﾞ		日本 にほん		全体 ゼンタイ		-		0.081		125位 イ		0.078		123位 イ		0.103		103位 イ		0.103		104位 イ		0.058		129位 イ		0.060		118位 イ		0.070		110位 イ

						国会議員（衆議院）		0.310		0.112		130位 イ		0.102		129位 イ		0.105		122位 イ		0.100		125位 イ		0.090		126位 イ		0.090		120位 イ		0.120		102位 イ

						閣僚		0.247		0.188		89位 イ		0.188		88位 イ		0.286		50位 イ		0.290		51位 イ		0.130		98位 イ		0.130		82位 イ		0.130		83位 イ

						首相等在任期間（過去50年）		0.443		0.000		71位 イ		0.000		69位 イ		0.000		68位 イ		0.000		64位 イ		0.000		64位 イ		0.000		60位 イ		0.000		58位 イ

				世界
（平均値） セカイ ヘイキンチ		全体 ゼンタイ		-		0.223		-		0.227		-		0.233		-		0.230		-		0.214		-		0.211		-		0.195		-

						国会議員（衆議院）		0.310		0.284		-		0.279		-		0.269		-		0.270		-		0.250		-		0.240		-		0.230		-

						閣僚		0.247		0.208		-		0.209		-		0.238		-		0.240		-		0.200		-		0.190		-		0.190		-

						首相等在任期間（過去50年）		0.443		0.189		-		0.200		-		0.204		-		0.200		-		0.200		-		0.200		-		0.170		-

		経済分野 ｹｲｻﾞｲ ﾌﾞﾝﾔ		日本 にほん		全体 ゼンタイ		-		0.595		117位 イ		0.580		114位 イ		0.569		118位 イ		0.611		106位 イ		0.618		102位 イ		0.584		104位 イ		0.576		102位 イ

						労働力率		0.199		0.799		79位 イ		0.781		79位 イ		0.778		79位 イ		0.770		82位 イ		0.750		83位 イ		0.740		79位 イ		0.730		78位 イ

						同一労働における賃金		0.310		0.696		45位 イ		0.672		52位 イ		0.662		58位 イ		0.650		69位 イ		0.680		53位 イ		0.620		87位 イ		0.600		97位 イ

						勤労所得推定値（PPP US$）		0.221		0.527		103位 イ		0.524		100位 イ		0.514		100位 イ		0.610		75位 イ		0.600		74位 イ		0.570		79位 イ		0.550		80位 イ

						管理的職業従事者等		0.149		0.152		129位 イ		0.142		116位 イ		0.128		113位 イ		0.100		116位 イ		0.120		112位 イ		0.100		106位 イ		0.100		106位 イ

						専門職・技術職		0.121		0.671		108位 イ		0.654		101位 イ		0.629		101位 イ		0.870		81位 イ		0.870		78位 イ		0.850		79位 イ		0.870		73位 イ

				世界
（平均値） セカイ ヘイキンチ		全体 ゼンタイ		-		0.586		-		0.585		-		0.586		-		0.592		-		0.596		-		0.601		-		0.599		-

						労働力率		0.199		0.669		-		0.667		-		0.665		-		0.670		-		0.670		-		0.680		-		0.680		-

						同一労働における賃金		0.310		0.632		-		0.634		-		0.622		-		0.600		-		0.610		-		0.640		-		0.640		-

						勤労所得推定値（PPP US$）		0.221		0.502		-		0.509		-		0.502		-		0.540		-		0.530		-		0.530		-		0.530		-

						管理的職業従事者等		0.149		0.324		-		0.320		-		0.358		-		0.270		-		0.270		-		0.260		-		0.250		-

						専門職・技術職		0.121		0.74		-		0.758		-		0.862		-		0.640		-		0.650		-		0.640		-		0.630		-

		教育分野 ｷｮｳｲｸ		日本 ニホン		全体 ゼンタイ		-		0.994		65位 イ		0.991		74位 イ		0.990		76位 イ		0.988		84位 イ		0.978		93位 イ		0.976		91位 イ		0.987		81位 イ

						識字率		0.191		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ

						初等教育就学率		0.459		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		64位 イ		1.000		-		1.000		-		1.000		1位 イ

						中等教育就学率		0.230		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ

						高等教育就学率		0.121		0.952		103位 イ		0.926		101位 イ		0.913		103位 イ		0.900		106位 イ		0.900		105位 イ		0.890		98位 イ		0.890		100位 イ

				世界
（平均値） セカイ ヘイキンチ		全体 ゼンタイ		-		0.949		-		0.953		-		0.955		-		0.946		-		0.935		-		0.934		-		0.932		-

						　識字率		0.191		0.876		-		0.883		-		0.897		-		0.890		-		0.870		-		0.870		-		0.870		-

						　初等教育就学率		0.459		0.739		-		0.979		-		0.980		-		0.930		-		0.940		-		0.920		-		0.970		-

						　中等教育就学率		0.230		0.955		-		0.971		-		0.970		-		0.640		-		0.620		-		0.600		-		0.900		-

						　高等教育就学率		0.121		0.928		-		0.938		-		0.930		-		0.920		-		0.880		-		0.870		-		0.880		-

		健康分野 けんこう ﾌﾞﾝﾔ		日本 ニホン		全体 ゼンタイ		-		0.979		41位 イ		0.980		1位 イ		0.979		40位 イ		0.979		42位 イ		0.979		37位 イ		0.979		34位 イ		0.979		34位 イ

						出生時男女比		0.693		0.944		1位 イ		0.944		1位 イ		0.943		95位 イ		0.940		99位 イ		0.940		94位 イ		0.940		93位 イ		0.940		93位 イ

						健康平均寿命		0.307		1.059		57位 イ		1.060		1位 イ		1.060		1位 イ		1.060		1位 イ		1.060		1位 イ		1.060		1位 イ		1.060		1位 イ

				世界
（平均値） セカイ ヘイキンチ		全体 ゼンタイ		-		0.955		-		0.956		-		0.957		-		0.957		-		0.960		-		0.957		-		0.956		-

						出生時男女比		0.693		0.921		-		0.920		-		0.918		-		0.920		-		0.920		-		0.920		-		0.920		-

						健康平均寿命		0.307		1.034		-		1.037		-		1.043		-		1.040		-		1.040		-		1.040		-		1.040		-



GGI各分野ごとの比較



政治分野	

2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	8.1000000000000003E-2	7.8E-2	0.10299999999999999	0.10299999999999999	5.8000000000000003E-2	0.06	7.0000000000000007E-2	経済分野	

2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.59499999999999997	0.57999999999999996	0.56899999999999995	0.61099999999999999	0.61799999999999999	0.58399999999999996	0.57599999999999996	教育分野	

2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.99399999999999999	0.99099999999999999	0.99	0.98799999999999999	0.97799999999999998	0.97599999999999998	0.98699999999999999	健康分野	

2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.97899999999999998	0.98	0.97899999999999998	0.97899999999999998	0.97899999999999998	0.97899999999999998	0.97899999999999998	







政治分野



全体	

2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	8.1000000000000003E-2	7.8E-2	0.10299999999999999	0.10299999999999999	5.8000000000000003E-2	0.06	7.0000000000000007E-2	国会議員（衆議院）	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.112	0.10199999999999999	0.105	0.1	0.09	0.09	0.12	閣僚	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.188	0.188	0.28599999999999998	0.28999999999999998	0.13	0.13	0.13	首相等在任期間（過去50年）	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0	0	0	0	0	0	0	







経済分野



全体	

2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.59499999999999997	0.57999999999999996	0.56899999999999995	0.61099999999999999	0.61799999999999999	0.58399999999999996	0.57599999999999996	労働力率	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.79900000000000004	0.78100000000000003	0.77800000000000002	0.77	0.75	0.74	0.73	同一労働における賃金	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.69599999999999995	0.67200000000000004	0.66200000000000003	0.65	0.68	0.62	0.6	勤労所得推定値（PPP US$）	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.52700000000000002	0.52400000000000002	0.51400000000000001	0.61	0.6	0.56999999999999995	0.55000000000000004	管理的職業従事者等	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.152	0.14199999999999999	0.128	0.1	0.12	0.1	0.1	専門職・技術職	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.67100000000000004	0.65400000000000003	0.629	0.87	0.87	0.85	0.87	







教育分野



全体	

2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.99399999999999999	0.99099999999999999	0.99	0.98799999999999999	0.97799999999999998	0.97599999999999998	0.98699999999999999	識字率	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	1	1	1	1	1	1	1	初等教育就学率	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	1	1	1	1	1	1	1	中等教育就学率	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	1	1	1	1	1	1	1	高等教育就学率	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.95199999999999996	0.92600000000000005	0.91300000000000003	0.9	0.9	0.89	0.89	







保健分野



全体	

2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.97899999999999998	0.98	0.97899999999999998	0.97899999999999998	0.97899999999999998	0.97899999999999998	0.97899999999999998	出生時男女比	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.94399999999999995	0.94399999999999995	0.94299999999999995	0.94	0.94	0.94	0.94	健康平均寿命	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	1.0589999999999999	1.06	1.06	1.06	1.06	1.06	1.06	









比較表

		（参考）GGI各分野ごとの比較 サンコウ カクブンヤ ヒカク

								2018年 ﾈﾝ		2017年 ﾈﾝ		差
（2018-2017） ｻ				2016年 ﾈﾝ		2015年 ﾈﾝ		2014年 ﾈﾝ		2013年 ﾈﾝ		2012年 ﾈﾝ

		総合 ｿｳｺﾞｳ		日本 ﾆﾎﾝ		順位 ｼﾞｭﾝｲ		110位 イ		114位 クライ		4位上昇 ｲ じょうしょう				111位 クライ		101位 クライ		104位 ｲ		105位 クライ		101位 ｲ						※赤字が未更新 アカジ ミコウシン

						値 ｱﾀｲ		0.662		0.657		0.005				0.660		0.670		0.658		0.650		0.653

		経済分野 ｹｲｻﾞｲ ﾌﾞﾝﾔ		日本 ﾆﾎﾝ		順位 ｼﾞｭﾝｲ		117位 イ		114位 くらい		3位低下 ｲ ていか				118位 くらい		106位 くらい		102位 ｲ		104位 くらい		102位 ｲ

						値 ｱﾀｲ		0.595		0.580		0.015				0.569		0.611		0.618		0.584		0.576

				世界平均値 ｾｶｲ ﾍｲｷﾝ ｱﾀｲ				0.586		0.585		0.001				0.586		0.592		0.596		0.601		0.599

		教育分野 ｷｮｳｲｸ		日本 ﾆﾎﾝ		順位 ｼﾞｭﾝｲ		65位 くらい		74位 くらい		9位上昇 イ ジョウショウ				76位 くらい		84位 くらい		93位 ｲ		91位 くらい		81位 ｲ

						値 ｱﾀｲ		0.994		0.991		0.003				0.990		0.988		0.978		0.976		0.987

				世界平均値 ｾｶｲ ﾍｲｷﾝ ｱﾀｲ				0.949		0.953		(0.004)				0.955		0.946		0.935		0.934		0.932

		健康分野 けんこう ﾌﾞﾝﾔ		日本 ﾆﾎﾝ		順位 ｼﾞｭﾝｲ		41位 ｲ		1位 ｲ		40位低下 イ テイカ				40位 ｲ		42位 ｲ		37位 ｲ		34位 ｲ		34位 ｲ

						値 ｱﾀｲ		0.979		0.980		▲ 0.001				0.979		0.979		0.979		0.979		0.979

				世界平均値 ｾｶｲ ﾍｲｷﾝ ｱﾀｲ				0.955		0.956		(0.001)				0.957		0.957		0.960		0.957		0.956

		政治分野 ｾｲｼﾞ		日本 ﾆﾎﾝ		順位 ｼﾞｭﾝｲ		125位 クライ		123位 クライ		2位上昇 ｲ じょうしょう				103位 クライ		104位 クライ		129位 ｲ		118位 クライ		110位 ｲ

						値 ｱﾀｲ		0.081		0.078		0.003				0.103		0.103		0.058		0.060		0.070

				世界平均値 ｾｶｲ ﾍｲｷﾝ ｱﾀｲ				0.223		0.227		(0.004)				0.233		0.230		0.214		0.211		0.195





比較グラフ

						Economic Participation 
and Opportunity		Education Attainment		Political
Empowerment		Health and Survival

						経済参画 ｹｲｻﾞｲ さんかく		教育 ｷｮｳｲｸ		政治分野 ｾｲｼﾞ ﾌﾞﾝﾔ		健康分野 けんこう ﾌﾞﾝﾔ

		Iceland
1/153		アイスランド
1位/153か国 い		0.839		0.999		0.701		0.968

		Japan
121/153		日本
121位/153か国 ﾆﾎﾝ い こく		0.598		0.983		0.049		0.979

		average		平均 ﾍｲｷﾝ		0.582		0.954		0.239		0.958																														順位		国名		値

																																										1		アイスランド		0.877

																																										2		ノルウェー		0.842

																																										3		フィンランド		0.832

																																										4		スウェーデン		0.82

																																										5		ニカラグア		0.804

																																										6		ニュージーランド		0.799

																																										7		アイルランド		0.798

																																										8		スペイン		0.795

																																										9		ルワンダ		0.791



																																										10		ドイツ		0.787



																																										15		フランス		0.781



																																										21		イギリス		0.767



																																										53		アメリカ		0.724



																																										106		中国		0.676



																																										108		韓国		0.672



																																										120		アラブ首長国連邦 シュチョウ コク レンポウ		0.655

				Economic Participation 
and Opportunity		Education Attainment		Political
Empowerment		Health and Survival

		Iceland
1/153		0.839		0.999		0.701		0.968																																121		日本		0.652

		Japan
121/153		0.598		0.983		0.049		0.979

		average		0.582		0.954		0.239		0.958																																122		クウェート		0.650



アイスランド
1位/153か国	経済参画	教育	政治分野	健康分野	0.83899999999999997	0.999	0.70099999999999996	0.96799999999999997	日本
121位/153か国	経済参画	教育	政治分野	健康分野	0.59799999999999998	0.98299999999999998	4.9000000000000002E-2	0.97899999999999998	平均	経済参画	教育	政治分野	健康分野	0.58199999999999996	0.95399999999999996	0.23899999999999999	0.95799999999999996	





Iceland
1/153	Economic Participation 
and Opportunity	Education Attainment	Political
Empowerment	Health and Survival	0.83899999999999997	0.999	0.70099999999999996	0.96799999999999997	Japan
121/153	Economic Participation 
and Opportunity	Education Attainment	Political
Empowerment	Health and Survival	0.59799999999999998	0.98299999999999998	4.9000000000000002E-2	0.97899999999999998	average	Economic Participation 
and Opportunity	Education Attainment	Political
Empowerment	Health and Survival	0.58199999999999996	0.95399999999999996	0.23899999999999999	0.95799999999999996	





アイスランド
1位/153か国	経済参画	教育	政治分野	健康分野	0.83899999999999997	0.999	0.70099999999999996	0.96799999999999997	日本
121位/153か国	経済参画	教育	政治分野	健康分野	0.59799999999999998	0.98299999999999998	4.9000000000000002E-2	0.97899999999999998	平均	経済参画	教育	政治分野	健康分野	0.58199999999999996	0.95399999999999996	0.23899999999999999	0.95799999999999996	
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第１分野 政策・方針決定過程への女性の参画拡大

第２分野 雇用分野、仕事と生活の調和

【ポイント】
〇政党に対し、政治分野における男女共同参画の推進に関する法律
 の趣旨に沿って女性候補者の割合を高めることを要請
〇地方議会における取組の要請（議員活動と家庭生活との両立、
ハラスメント防止）

〇最高裁判事も含む裁判官全体に占める女性の割合を高めるよう裁判所
 等の関係方面に要請

【ポイント】
〇男性の育児休業取得率の向上
〇就活セクハラの防止

第３分野 地域

第４分野 科学技術・学術

【ポイント】
〇地域活動における女性の活躍・男女共同参画が重要
〇固定的な性別役割分担意識等を背景に、若い女性の大都市圏への
 流出が増大。地域経済にとっても男女共同参画が不可欠
〇地域における女性デジタル人材の育成など学び直しを推進
〇女性農林水産業者の活躍推進

【ポイント】
〇若手研究者ポストや研究費採択で、育児等による研究中断に配慮
した応募要件
〇女子生徒の理工系進路選択の促進

（参考）
・衆議院の女性議員比率 9.9％、参議院の女性議員比率22.9％

（出典）衆議院ＨＰ、参議院ＨＰより内閣府確認

・裁判官に占める女性割合 22.６％、女性最高裁判事 15名中２名
（出典）内閣府男女共同参画局「女性の政策・方針決定参画状況調べ」（2020）

・国家公務員の各役職段階に占める女性の割合
指定職相当 4.4％、本省課室長相当職 5.9％

（出典）内閣人事局「女性国家公務員の登用状況のフォローアップ」（2020）

（参考）民間企業における男性の育児休業取得率

（参考）研究職・技術職に占める女性の割合

男性

38.6

33.7

27.9 

27.0 

20.4

16.6

0 10 20 30 40 50

イギリス

アメリカ

ドイツ

フランス

韓国

日本

（％） 女性ノーベル賞受賞者数
（自然科学分野）

アメリカ ９名

欧州 10名

その他（※） ４名

日本 ０名
※イスラエル、オーストラリア、中国、カナダ

（参考）地域における10代～20代女性の人口に対する転出超過数の割合

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」、「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」

により内閣府で算出。

（参考）東証一部上場企業役員に占める女性の割合

女性

（目標）
（目標）

（目標）
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第６分野 貧困等生活上の困難に対する支援と多様性の尊重

【ポイント】
〇ひとり親家庭への養育費の支払い確保
〇高齢者、障害者、外国人等が安心して暮らせる環境の整備

第７分野 生涯を通じた健康支援

第８分野 防災・復興等

【ポイント】
〇不妊治療の保険適用の実現。それまでの間、現行の助成制度の大
幅な拡大。仕事との両立環境の整備

〇緊急避妊薬について検討
〇「スポーツ団体ガバナンスコード」に基づく各中央競技団体における女性
理事の目標割合（40％）の達成に向けた取組

（参考）ひとり親家庭が置かれた状況

【ポイント】
〇女性の視点からの防災・復興ガイドラインに基づく取組の浸透、
 地方公共団体との連携

およそ30年間で、母子世帯は約1.5倍、父子世帯は約1.1倍
  母子世帯数（注） １２３．２万世帯 （ひとり親世帯の約87％）
  父子世帯数（注）  １８．７万世帯 （ひとり親世帯の約13％）
（注）母子又は父子以外の同居者がいる世帯を含めた全体の母子世帯、父子世帯の数

第５分野 女性に対するあらゆる暴力の根絶

【ポイント】
〇「性犯罪・性暴力対策の強化の方針」に基づき、今後３年間を「集
 中強化期間」として取組を推進
〇「生命（いのち）を大切にする」「性暴力の加害者にならない」「被害者に
 ならない」「傍観者にならない」ことを教える教育
〇新型コロナウイルス感染症に対応するため、DV相談支援体制を強化

（参考）コロナ禍によるDV・性暴力の相談件数の増加
・DV：５月、６月は前年同月の1.6倍
・性暴力：４～９月は前年同期の1.2倍

（参考）ガイドラインの主な内容
□ 避難所の責任者には男女両方を配置する
□ プライバシーの十分に確保された間仕切りを用いる
□ 男女別の更衣室や、授乳室を設ける
□ 女性用品（生理用品、下着等）は女性担当者が配布を行う
□ 女性トイレと男性トイレは離れた場所に設置する
□ 性暴力・DV防止ポスターを、避難所の見やすい場所に掲示する
□ 自治体の災害対策本部において、下部組織に必ず男女共同参画

 担当部局の職員を配置する

（参考）不妊の検査や治療を受けたことがある夫婦の割合

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「社会保障・人口問題基本調査」（各年版）

（注）妻の年齢が50歳未満の初婚どうしの夫婦を対象（回答者は妻）に調査

（年）

約5.5組
に1組

約2.9組
に1組

不妊を心配したことがある

不妊の検査や治療を
受けたことがある
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第９分野 各種制度等の整備

【ポイント】
〇税制や社会保障制度をはじめとする社会制度全般について、経済
社会情勢を踏まえて不断に見直し

〇各種制度において給付と負担が世帯単位から個人単位になるよう、
 マイナンバーも活用しつつ、見直しを検討
〇第３号被保険者については、縮小する方向で検討

〇旧姓の通称使用拡大
〇夫婦の氏に関する具体的な制度の在り方に関し、国会における議論の
 動向を注視しながら、司法の判断も踏まえ、更なる検討を進める

第10分野 教育・メディア等を通じた意識改革、理解の促進

【ポイント】
〇校長・教頭への女性の登用
〇医学部入試について、男女別合格率の開示促進

第11分野 男女共同参画に関する国際的な協調及び貢献

Ⅳ 推進体制の強化

【ポイント】
〇我が国が国際会議の議長国となる場合、ジェンダー平等を全ての大臣会
合においてアジェンダとして取り上げる

【ポイント】
〇EBPMの観点を踏まえ、計画中間年（令和５年度目途）における点
 検・評価を実施
〇男女共同参画の推進に当たっては、若年層を含め国民の幅広い意見を
 反映
〇地域における男女共同参画センターの機能強化

25
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10

（参考）初等中等教育機関における管理職の割合

13.1

＜初等中等教育機関における教員＞

副校長・教頭

校長

総数 割合
男性 455,637 50.6%
女性 444,442 49.4%
合計 900,079 100%

1.6% 2.8% 0.3%

男性の方が
非常に優遇
されている

どちらかといえば
男性の方が優
遇されている

平等 わからない

どちらかといえば
女性の方が優
遇されている

女性の方が
非常に優遇
されている

（参考）社会全体における男女の地位の平等感

男性の方が優遇されて
いる（小計）74.1％

女性の方が優遇されて
いる（小計）3.1％

（出典）内閣府「令和元年男女共同参画社会に関する世論調査」

15

（％）

（参考）選択的夫婦別氏制度に関する調査結果

夫婦は必ず、同じ名字（姓）
を名乗るべきであり、法律を改
める必要はない

法律を改めても
かまわない

夫婦は必ず同じ名字（姓）を
名乗るべきだが、婚姻前の氏を
通称として使えるように法律を
改めることはかまわない

わからない

（出典）内閣府「家族の法制に関する世論調査（2017年）」

（目標）

（目標）
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